
一般財団法人 バイオインダストリー協会
〒104-0032  東京都中央区八丁堀2-26-9  グランデビル8階
TEL  03-5541-2731    FAX  03-5541-2737
https://www.jba.or.jp/

■ 地下鉄（東京メトロ、都営）でお越しの方
【東京メトロ】 日比谷線「八丁堀駅」下車  A4番出口築地方向すぐ
【都営地下鉄】 浅草線「宝町駅」下車  A8番出口より徒歩約8分
■ JRでお越しの方
【JR京葉線】 「八丁堀駅」下車  B1番出口茅場町方向80m
【JR東京駅】八重洲南口より徒歩15分
またはバス東15系統「深川車庫前」もしくは
東16系統「東京ビックサイト」・「深川車庫前」行きで亀島橋下車。
進行方向60m、八丁堀交差点を築地方面（ローソン・みずほ銀行側）に右折70m
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　B&Iは、バイオサイエンスに関する最新かつ高度な学術記事、および国内外のバイオ関連

産業・行政の動向などを会員向けに分かりやすく解説した隔月発行の機関誌です。 JBAの

法人会員、個人会員には、無料で配布されており、B&Iのバックナンバーはホームページより

ご覧いただけます（※MyPage登録が必要です）。

会員以外のかたも、1冊からご購入いただけます。 購入をご希望の方は、下記へお問い合わ

せください。

■ 機関誌：バイオサイエンスとインダストリー（B&I）

　ホームページには、バイオ戦略の動向、JBAの活動やセミナー情報をタイムリーに提供しています。 会員限定のMyPage

機能ではB&I、セミナー配布資料や、セミナー動画配信等 興味ある分野、事業に関する情報をワンストップで入手可能で

す。 また、期間限定で、法人会員企業の紹介動画（JBA会員動画チャンネル）やBioJapanのセミナー動画も掲載しています。

　MyPageのご登録は、「MyPageログイン」の登録フォームをご利用下さい。 その他、会員特典等は「会員について」に掲

載しています。

■ JBAホームページ

株式会社 毎日学術フォーラム
〒100-0003東京都千代田区一ツ橋1-1-1 パレスサイドビル2F 東コア
TEL：03-6267-4550　FAX：03-6267-4555
Email：maf-sales@mycom.co.jp

←MyPage 機能についてはこちら
https://www.jba.or.jp/member/privilege/mypage_function.php

一般財団法人 バイオインダストリー協会



バイオビジネスの発展を牽引し
バイオが拓く豊かで持続可能な未来社会の実現に貢献する

［協会概要］

JBAが果たすミッションと活動の連鎖

（一財）バイオインダストリー協会（JBA）は、バイオサイエンス、バイオテクノロジーおよびバイオイン

ダストリーの発展を産学官連携で総合的に推進する日本唯一の組織です。 医薬・ヘルスケア、食品、

化粧品をはじめ、化学、情報、機械、建設、資源エネルギーに関連する企業、大学、学術機関等幅広い

分野の会員を有しています。 科学技術の成果の産業化推進、産業基盤の充実と国際競争力の強化

を目指し、会員と共に、政策提言・政策対話、先端バイオ情報提供、オープンイノベーション推進、国

際ネットワーク形成、バイオインダストリーの発展基盤整備に向けた活動を行っています。

三ヵ年計画の重点目標
[新バイオ戦略の推進］［オープンイノベーション促進］

三ヵ年計画（2020/2022)では、11年ぶりに策定されたバイオ戦略の推進に組織を挙げて取り

組みます。 また、スピーディーで高い競争力を持った事業活動を実現するために、これまで整備し

てきたインフラを効果的に活用してオープンイノベーションを推進します。 これらを実現するた

めの重点施策として、下記６項目に取り組みます。

1942年設立の「酒精協会」が前身。財団法人発酵工業協会を経て

1987年から、財団法人バイオインダストリー協会（Japan 

Bioindustry Association JBA）と改組。2011年4月、一般財団法

人バイオインダストリー協会に移行・登記。

JBAは、バイオインダストリーの発展に貢献するために、5つのアク

ションを通して活動しています。また、この活動を時代の要請に的確

に応えたものとするために、三ヵ年計画を策定して重点的に推進すべ

き活動を定めています。

企業会員 309社／公共会員 139団体
個人会員 580名（2022年3月末時点）

１）  産学官や異分野とのハブ機能の効果的活用によるオープンイノベーション推進

２）  JBAの機能をフル活用したバイオ戦略推進支援

３）  新規ビジネスに繋がる情報の発信と新規事業創出の推進

４）  会員サービスの強化

５）  運営体制の整備・強化

６）   with/after コロナ時代への対応強化

ミッション　Mission

三ヵ年計画の重点戦略と５つのアクション　5 Actions

2022年バイオ関連団体合同新春セミナー  2022 New Year Bio Seminar　

バイオ産業を振興する政策に関する活動　Proposals and Dialogues

先端技術情報発信　Advanced Biotechnology Agora

オープンイノベーション推進　Promotion of Open Innovation 

表彰事業   Bioindustry Awards

活動基盤の強化　Infrastructure and Establishment
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■ 変遷 ■ 役員

■ 重点施策

【 】5つのAction

■ 会員

3.3億円（2022年）■ 予算

J B A の ミ ッ シ ョ ン

3

代表理事 会長

オープンイノベーション・プラットホーム

東京大学大学院
農学生命科学研究科 
特任教授

中外製薬（株）　
特別顧問名誉会長

元東京工業大学教授
元四国経済産業局長

代表理事 理事長

塚本  芳昭永山　治阿部  啓子
業務執行理事 専務理事

海外企業・団体
Overseas organizations

ベンチャー企業
Venture company

企業
Company

政府・自治体
Government/Municipality

大学・学術機関
University/Academic institution

政策提言、政策対話
先端バイオ情報提供
シーズ発掘・産業化

オープンイノベーション
推進

国際ネットワーク形成、
国際的枠組みづくり

バイオインダストリー
発展の基盤整備

三ヵ年　　　計画の重点戦略と
つのアクション5

（2020/2022)
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政府のバイオ戦略に連動した活動

官民対話促進、政策提言に関する活動

バイオエコノミーを発展させるための活動

JABEX世話人代表

（（公社）農林水産・食品産業技術振興協会会長）
荒蒔 康一郎 氏

京都大学特別教授

（左から、 黒井 JBA事務局長、 宮田 満 氏、 十倉 雅和 氏、 永山 治 氏）

内閣総理大臣

岸田 文雄 氏

本庶  佑 氏

4 5

バイオ産業を振興する政策に
関する活動

２０２２年 バイオ関連団体
合同新春セミナー

20
22
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　日本バイオ産業人会議（JABEX）と連携して、政府によるバイオ戦略の改

訂と政策の実装をサポートする業務を実施しています。 バイオ産業振興の

ための意見を継続的に発信しつつ、産業界による「バイオ戦略」ロードマッ

プの策定・改訂の支援と多様なステークホルダーと連携した同戦略の社会

実装を推進し、バイオエコノミーの発展のために高等専門学校（高専生）を

対象としたSDGs動画コンテストも開催しました。

　JBAをはじめとするバイオ関連11団体主催による新春セミナーが2022年1月12日オ

ンライン配信によって行われました。 コロナ禍で賀詞交歓会が2年続けて中止となる中、

バイオ戦略推進のための情報発信の場として企画されたセミナーには、産学政官のリー

ダーをはじめ、2,000名を超える視聴者が参加しました。 開会に先立ち阿部啓子 JBA会長

が「2019年バイオ戦略が発出され、日本においてバイオエコノミーを拡大し、様々な社会課

題を克服していくとの大きな挑戦が開始された」ことを述べ、引き続き岸田文雄 内閣総理

大臣より寄せられたビデオメッセージが放映されました。 メッセージでは「バイオ技術のイ

ノベーションは、資源不足や食糧問題、海洋汚染など、あらゆる制約要因をチャンスへと変

え、次なる時代の成長軌道を作り出す。 バイオ技術こそ、新しい資本主義を拓くカギであ

る。」との政府の力強い期待が語られました。（内容・詳細については官邸が公開している動

画をご参照ください。

https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida/discourse/20220112message.html）

　基調講演では、ノーベル賞受賞者 本庶佑 京都大学特別教授が、「コロナ禍で明らかに

なったように、科学は単に経済利益を生み出すだけではなく、国民の命・社会・そして国家

自体の成立基盤を支える。科学の発展は種々の社会課題解決に必要であり、そのために国

際性を持ち、柔軟かつ挑戦的な人材の育成が必須」と個性を伸ばす教育、基礎研究の重要

性を訴えられました。

　これらの貴重なメッセージ、講演を受け、本庶氏、十倉雅和 経団連会長、永山治 JBA理事

長による「国家戦略としてのバイオエコノミー」をテーマとした鼎談が宮田満 氏 （㈱宮田総

研 代表）の司会によって進められました。 「バイオエコノミーの進展による地球規模の社会

課題の解決」、「バイオテクノロジーは、その広範な適用分野で課題解決のキーテクノロジー

となる」、「日本は危機管理体制・意識を築くべき、国内でのワクチン創生、生産ができる体

制を経済安保上の問題と捉えて構築する必要がある」、「国内でベンチャーを育む土壌、若

い人がチャレンジし、それを支援するファンドや政府、そういった社会変換が必要」など、熱

い意見交換がなされました。

　閉会挨拶として、畠健一郎 （一社）再生医療イノベーションフォーラム会長が、「海外に伍

して戦うこと、広い分野にまたがる社会課題の解決にバイオテクノロジーで挑戦していくと

の決意を新たにした」と締

めくくられました。 

　多くのバイオ関係者の

参加を得、またその中で

1,000名近い視聴者から

意見発信があるなど、セミ

ナーは成功裏に終了しま

した。

　政府によるバイオ戦略の改訂とその推進に継続的に関わっています。 2021年度のバイオ戦略改訂に合わ

せ、民間をはじめとしたステークホルダーとの対話を実施するなど、バイオ戦略の有識者をサポートし、民間

側の意見も取り込まれた“バイオ戦略フォローアップ”の改訂が行われました。 バイオ戦略についての広報活

動・政府との相互理解を目的とし、BioJapanでのバイオ戦略関連シンポジウムや、JBA会員だけでなく一般か

らも幅広く参加いただける政策情報セミナーをオンラインで9回（計35演題、発表:経済産業省、農林水産省、

環境省、内閣府、中小企業庁、NEDO、他）開催しました。

1

　バイオ産業界の政策提言につながる活動を実施しています。 自由民主党バイオサイエンス推進議員連盟総

会の開催に協力し、産学政官でバイオ産業の課題を話し合いました。 「ワクチン開発・生産体制強化」に対す

る官民対話を促進し、平時はバイオ医薬品製造、有事にはワクチン製造に切り替えられるデュアルユース設備

投資の令和3年度補正予算化に結び付けました。

2

　バイオエコノミーの発展には、将来を担う若者世代の積極的な参画を促す仕組みや啓発が必要と考え、

高専生を対象としたSDGs推進するための動画コンテスト（内閣府後援）を実施しました。 最優秀受賞作品

等は、BioJapanの会場で放映し、受賞者の地元を中心に報道されました。

3

Proposals and Dialogues2022  New Year Bio Seminar
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　日本バイオ産業人会議（JABEX）と連携して、政府によるバイオ戦略の改

訂と政策の実装をサポートする業務を実施しています。 バイオ産業振興の

ための意見を継続的に発信しつつ、産業界による「バイオ戦略」ロードマッ

プの策定・改訂の支援と多様なステークホルダーと連携した同戦略の社会

実装を推進し、バイオエコノミーの発展のために高等専門学校（高専生）を

対象としたSDGs動画コンテストも開催しました。

　JBAをはじめとするバイオ関連11団体主催による新春セミナーが2022年1月12日オ

ンライン配信によって行われました。 コロナ禍で賀詞交歓会が2年続けて中止となる中、

バイオ戦略推進のための情報発信の場として企画されたセミナーには、産学政官のリー

ダーをはじめ、2,000名を超える視聴者が参加しました。 開会に先立ち阿部啓子 JBA会長

が「2019年バイオ戦略が発出され、日本においてバイオエコノミーを拡大し、様々な社会課

題を克服していくとの大きな挑戦が開始された」ことを述べ、引き続き岸田文雄 内閣総理

大臣より寄せられたビデオメッセージが放映されました。 メッセージでは「バイオ技術のイ

ノベーションは、資源不足や食糧問題、海洋汚染など、あらゆる制約要因をチャンスへと変

え、次なる時代の成長軌道を作り出す。 バイオ技術こそ、新しい資本主義を拓くカギであ

る。」との政府の力強い期待が語られました。（内容・詳細については官邸が公開している動

画をご参照ください。

https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida/discourse/20220112message.html）

　基調講演では、ノーベル賞受賞者 本庶佑 京都大学特別教授が、「コロナ禍で明らかに

なったように、科学は単に経済利益を生み出すだけではなく、国民の命・社会・そして国家

自体の成立基盤を支える。科学の発展は種々の社会課題解決に必要であり、そのために国

際性を持ち、柔軟かつ挑戦的な人材の育成が必須」と個性を伸ばす教育、基礎研究の重要

性を訴えられました。

　これらの貴重なメッセージ、講演を受け、本庶氏、十倉雅和 経団連会長、永山治 JBA理事

長による「国家戦略としてのバイオエコノミー」をテーマとした鼎談が宮田満 氏 （㈱宮田総

研 代表）の司会によって進められました。 「バイオエコノミーの進展による地球規模の社会

課題の解決」、「バイオテクノロジーは、その広範な適用分野で課題解決のキーテクノロジー

となる」、「日本は危機管理体制・意識を築くべき、国内でのワクチン創生、生産ができる体

制を経済安保上の問題と捉えて構築する必要がある」、「国内でベンチャーを育む土壌、若

い人がチャレンジし、それを支援するファンドや政府、そういった社会変換が必要」など、熱

い意見交換がなされました。

　閉会挨拶として、畠健一郎 （一社）再生医療イノベーションフォーラム会長が、「海外に伍

して戦うこと、広い分野にまたがる社会課題の解決にバイオテクノロジーで挑戦していくと

の決意を新たにした」と締

めくくられました。 

　多くのバイオ関係者の

参加を得、またその中で

1,000名近い視聴者から

意見発信があるなど、セミ

ナーは成功裏に終了しま

した。

　政府によるバイオ戦略の改訂とその推進に継続的に関わっています。 2021年度のバイオ戦略改訂に合わ

せ、民間をはじめとしたステークホルダーとの対話を実施するなど、バイオ戦略の有識者をサポートし、民間

側の意見も取り込まれた“バイオ戦略フォローアップ”の改訂が行われました。 バイオ戦略についての広報活

動・政府との相互理解を目的とし、BioJapanでのバイオ戦略関連シンポジウムや、JBA会員だけでなく一般か

らも幅広く参加いただける政策情報セミナーをオンラインで9回（計35演題、発表:経済産業省、農林水産省、

環境省、内閣府、中小企業庁、NEDO、他）開催しました。

1

　バイオ産業界の政策提言につながる活動を実施しています。 自由民主党バイオサイエンス推進議員連盟総

会の開催に協力し、産学政官でバイオ産業の課題を話し合いました。 「ワクチン開発・生産体制強化」に対す

る官民対話を促進し、平時はバイオ医薬品製造、有事にはワクチン製造に切り替えられるデュアルユース設備

投資の令和3年度補正予算化に結び付けました。

2

　バイオエコノミーの発展には、将来を担う若者世代の積極的な参画を促す仕組みや啓発が必要と考え、

高専生を対象としたSDGs推進するための動画コンテスト（内閣府後援）を実施しました。 最優秀受賞作品

等は、BioJapanの会場で放映し、受賞者の地元を中心に報道されました。

3

Proposals and Dialogues2022  New Year Bio Seminar



■ 機能性食品研究会
　健康で円熟した長寿社会を食と医薬の両方で実現することを

目指し、国民のヘルスリテラシー向上、“食”の果たす重要な役

割と価値の浸透に務めると共に、講演会や会員相互の意見交換

の場を通じて、「食品」に関わる法律・制度の見直しに向けた提

言、要望の議論を行っています。 2021年度は、関係団体と緊密

に連携して栄養機能食品の制度改訂に係わる活動を行うと共

に、保健機能食品全般の制度改訂を視野に入れた議論を研究

会で行い、消費者庁へフレイル対策に資する食に関する提言要

望書を提出しました。 また、「未来の健康食品」、「免疫機能表示

食品と特別用途食品」、「未病へのアプローチ」、「こころの健康

と食」、「子供の食と健康を考える」、「食の新規利活用技術」を

テーマに6回の講演会を開催しました。

■ グリーンバイオ イノベーション 
　 フォーラム(GIF）
　グリーンバイオ系4研究会（発酵と代謝、アルコール・バイオマ

ス、新資源生物変換、植物バイオ）のアドバイザリーボードとし

て、4研究会および外部団体や異分野との連携を推進し、バイオ

エコノミー社会の実現に貢献することを目指しています。 2021

年度は、新しい試みとして待ち受け型テーマ提案活動を立ち上

げ、その一環として技術シーズ棚卸アンケートを実施しました。

■ 新資源生物変換研究会
　C1化合物、バイオマスなど新しい資源の生物変換および環

境調和・改善に関する技術開発の促進に向けた活動を行ってい

ます。 2021年度は、第73回日本生物工学会大会シンポジウム

「日本における海洋生分解性プラスチック開発の最先端」（10

月29日）、植物バイオ研究会との共催で、日本農芸化学会2022

年度大会「【BBB連携シンポジウム】微生物と植物が駆動する新

しい物質循環像とバイオ分野への展開」(3月16日)をオンライ

ンで開催しました。

■ 植物バイオ研究会

代　表／石井 正治 氏
副代表／大西 康夫 氏／阪井 康能 氏
　　　　矢崎 一史 氏／小川　 順 氏

■ GIF世話人

■ 発酵と代謝研究会
　広く微生物の代謝・機能を活用した産業の創出に向けて活動

しています。 2021年度は、研究会メンバーを対象とした第1回

勉強会「『ゲノム合成』の秘めた可能性について」(7月21日)、第

2回勉強会「水素社会の実現を目指して」(11月22日)、および

公開講演会「さまざまな視点から『発酵と代謝』研究をあらため

て考える(2）」(3月14日)をオンラインで開催しました。

　植物利用産業の重要性が再認識されてきたことを踏まえ、本

研究会は、植物を利用する新しい生産技術の可能性とその実

用化における課題に産学官が連携して取り組むことを目指し

ています。 2021年度はJBA会員および研究会メンバーを対象

として、第1回勉強会「『2050カーボンニュートラル』実現とラ

イフサイクルアセスメント」（8月11日）、第2回勉強会　「サー

キュラーバイオエコノミーと脱炭素・バイオマス研究の未来」、

「NEDOにおけるバイオ関連の取り組みとグリーンイノベー

ション基金事業について」（3月3日）をオンラインで開催しま

した。

■ プロジェクト提案に向けた新しい取り組み
　 C1バイオエコノミー勉強会
　研究会の枠を超えた、バイオエコノミーの発展に貢献するプ

ロジェクト提案の一環として、C1化合物からの物質生産、C1化

合物資化性微生物を用いた食糧増産、メタン削減など、新たな

炭素循環像を基にした次世代型のC1バイオエコノミーの実現

に向けた勉強会をオンラインで開催しました。 第1回C1バイ

オエコノミー勉強会 ～新たな炭素循環像を基にしたC1炭素

の循環的利用～(9月14日)　発起人／阪井 康能 氏（京都大

学 教授）

■ アルコール･バイオマス研究会
　アルコール工業およびバイオマス生産・利用に係る産業の発

展に向けた活動を行っています。 2021年度は、公開シンポジ

ウム「国内・海外バイオマス資源の調達と利活用～カーボン

ニュートラル達成を目指して～」(10月19日)、および第21回バ

イオマス関連部会・研究会合同交流会「カーボンニュートラルに

貢献する木質バイオマスのマテリアル利用」（12月20日）をオ

ンラインで開催しました。

■ 研究会
① バイオテクノロジーが貢献する広範な応用分野をカバーする研究会の活動

② 技術シーズ・プレシーズの発掘から社会実装までを分野横断的にカバーするセミナーの開催

③ 最新技術を産業化に結び付けるための研究開発プロジェクトの創出および運営活動を主として会員向けに実施しています。

　エンジニアリングの視点から、食品・医薬品等バイオ関連製

品の製造プロセスの革新に向けアプローチしています。 新体制

2年目の2021年度は、オンラインで多彩なイベント（セミナー・

講演会・懇話会）を計9回、BioJapanでは、出展者プレゼンテー

ションを2ステージ（ワクチン・バイオ医薬品製造、スマートエン

ジニアリング）開催しました。 また、3つの

小委員会（オミックス解析技術、バイオDX

に向けた人材育成、国際的人材養成）を設

立し、活発に情報および意見を交換して

います。 このような活動を通じ、多くの新

規メンバーを迎えました。 2022年度は

新会長の下、ビジネスに直結した情報共

有と交流を強化し、更なる活性化を図っ

ていきます。
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Advanced Biotechnology Agora

■ ヘルスケア研究会
　健康寿命の延伸および医療・介護費の抑制が社会的に要請さ

れ、健康状態を維持または改善するヘルスケアへの取組みが重

要になっています。このような背景の下、本研究会では多種多様

なヘルスケア事業を志向し展開するJBA会員企業相互の情報共

有、共通課題への対応策の議論を通じ、ヘルスケア分野におけ

る研究技術開発の推進および新規産業の創出・発展に寄与する

ことを目的として活動しています。 2021年度は、①セミナー・講

演会をオンライン開催し、ヘルスケア全

般に関する話題を提供し、②健康状態を

評価する「ものさし（指標）」の作成を目指

してWG活動により議論を深めました。 

2022年度は研究会の体制を再構築して

デジタルヘルスにも注視し、情報共有、政

策提言および国家プロジェクト設立に向

けた活動を展開する予定です。 鎮西 清行 氏
（国研）産業技術総合研究所
（2022年4月より）

会長

宮澤 陽夫 氏
（東北大学 教授）

会長

■ Food Bio Plus研究会 始動！
　2022年秋、JBAは食に関する新たな研究会を設立します。

2022年1月に準備会を立ち上げ、現状の食料システムの課題

やそのバイオテクノロジーによる解決を

テーマに5回を超える講演会を開催しま

した。 新研究会では、日本のバイオエコノ

ミー戦略を踏まえ、バイオサイエンスに基

づき、産学官の共創で、生産から消費、保

存・廃棄、再資源化にいたる「日本の強

み」を活かした新たな産業の創出に向け

た課題の解決を目指し、人と社会と地球

の健康に貢献したいと考えています。 小川　順 氏
（京都大学 教授）

設立準備委員会長 阪井 康能 氏
（京都大学 教授）

会長

石井 正治 氏
（東京大学 教授）

大西 康夫 氏
（東京大学 教授）

会長

矢崎 一史 氏
（京都大学 教授）

会長

会長

　創薬プロセスの変革の流れを鑑み、多様化する新規創薬に必

要な基盤技術群の構築と充実に寄与することを目的として、

2019年11月から本研究会活動を開始しました。 本研究会活

動を通じて、国内アカデミアや企業に点在、散見する技術群が有

効に活用され、円滑な開発、上市につながる創薬エコシステム

の確立と整備を目指しています。 バイオ戦略およびグローバル

コミュニティ形成の実現を目指して、①専門家によるsmeWG活

動、②広報・講演・啓発活動、③提言・実践に向けた活動、の３つ

の柱を中心に活動しています。 2021年度は、専門家による

smeWG活動として、次世代抗体、核酸医薬、遺伝子細胞治療の

他に、新治療技術(ＩＴ・ＡＩ)を加え、4つのモダリティについて検討

を進めました。 各smeWG活動では、2030年に国内企業がグ

ローバルに活躍していくためのビジョン構築とロードマップ作

成等についての議論を継続しています。広報・講演・啓発活動で

は、2020年度活動をB&I誌に報告し、各smeWG活動からの提

案によるオンライン講演会、BioJapanでの主催者セミナーや出

展者プレゼンテーション等、数多くのイベントを開催するととも

に、技術・規制等についての情報入手を進めました。提言・実践

活動としては、核酸医薬WGの活動から国家プロジェクトを立ち

上げ、新規国内基盤技術構築を開始しました。

■ 創薬モダリティ基盤研究会

久保庭 均 氏
中外製薬㈱ 顧問
（JBA運営会議議長）

会長

■ バイオエンジニアリング研究会

大政 健史 氏
（大阪大学 教授）
（2022年4月より）

会長



■ 機能性食品研究会
　健康で円熟した長寿社会を食と医薬の両方で実現することを

目指し、国民のヘルスリテラシー向上、“食”の果たす重要な役

割と価値の浸透に務めると共に、講演会や会員相互の意見交換

の場を通じて、「食品」に関わる法律・制度の見直しに向けた提

言、要望の議論を行っています。 2021年度は、関係団体と緊密

に連携して栄養機能食品の制度改訂に係わる活動を行うと共

に、保健機能食品全般の制度改訂を視野に入れた議論を研究

会で行い、消費者庁へフレイル対策に資する食に関する提言要

望書を提出しました。 また、「未来の健康食品」、「免疫機能表示

食品と特別用途食品」、「未病へのアプローチ」、「こころの健康

と食」、「子供の食と健康を考える」、「食の新規利活用技術」を

テーマに6回の講演会を開催しました。

■ グリーンバイオ イノベーション 
　 フォーラム(GIF）
　グリーンバイオ系4研究会（発酵と代謝、アルコール・バイオマ

ス、新資源生物変換、植物バイオ）のアドバイザリーボードとし

て、4研究会および外部団体や異分野との連携を推進し、バイオ

エコノミー社会の実現に貢献することを目指しています。 2021

年度は、新しい試みとして待ち受け型テーマ提案活動を立ち上

げ、その一環として技術シーズ棚卸アンケートを実施しました。

■ 新資源生物変換研究会
　C1化合物、バイオマスなど新しい資源の生物変換および環

境調和・改善に関する技術開発の促進に向けた活動を行ってい

ます。 2021年度は、第73回日本生物工学会大会シンポジウム

「日本における海洋生分解性プラスチック開発の最先端」（10

月29日）、植物バイオ研究会との共催で、日本農芸化学会2022

年度大会「【BBB連携シンポジウム】微生物と植物が駆動する新

しい物質循環像とバイオ分野への展開」(3月16日)をオンライ

ンで開催しました。

■ 植物バイオ研究会

代　表／石井 正治 氏
副代表／大西 康夫 氏／阪井 康能 氏
　　　　矢崎 一史 氏／小川　 順 氏

■ GIF世話人

■ 発酵と代謝研究会
　広く微生物の代謝・機能を活用した産業の創出に向けて活動

しています。 2021年度は、研究会メンバーを対象とした第1回

勉強会「『ゲノム合成』の秘めた可能性について」(7月21日)、第

2回勉強会「水素社会の実現を目指して」(11月22日)、および

公開講演会「さまざまな視点から『発酵と代謝』研究をあらため

て考える(2）」(3月14日)をオンラインで開催しました。

　植物利用産業の重要性が再認識されてきたことを踏まえ、本

研究会は、植物を利用する新しい生産技術の可能性とその実

用化における課題に産学官が連携して取り組むことを目指し

ています。 2021年度はJBA会員および研究会メンバーを対象

として、第1回勉強会「『2050カーボンニュートラル』実現とラ

イフサイクルアセスメント」（8月11日）、第2回勉強会　「サー

キュラーバイオエコノミーと脱炭素・バイオマス研究の未来」、

「NEDOにおけるバイオ関連の取り組みとグリーンイノベー

ション基金事業について」（3月3日）をオンラインで開催しま

した。

■ プロジェクト提案に向けた新しい取り組み
　 C1バイオエコノミー勉強会
　研究会の枠を超えた、バイオエコノミーの発展に貢献するプ

ロジェクト提案の一環として、C1化合物からの物質生産、C1化

合物資化性微生物を用いた食糧増産、メタン削減など、新たな

炭素循環像を基にした次世代型のC1バイオエコノミーの実現

に向けた勉強会をオンラインで開催しました。 第1回C1バイ

オエコノミー勉強会 ～新たな炭素循環像を基にしたC1炭素

の循環的利用～(9月14日)　発起人／阪井 康能 氏（京都大

学 教授）

■ アルコール･バイオマス研究会
　アルコール工業およびバイオマス生産・利用に係る産業の発

展に向けた活動を行っています。 2021年度は、公開シンポジ

ウム「国内・海外バイオマス資源の調達と利活用～カーボン

ニュートラル達成を目指して～」(10月19日)、および第21回バ

イオマス関連部会・研究会合同交流会「カーボンニュートラルに

貢献する木質バイオマスのマテリアル利用」（12月20日）をオ

ンラインで開催しました。

■ 研究会
① バイオテクノロジーが貢献する広範な応用分野をカバーする研究会の活動

② 技術シーズ・プレシーズの発掘から社会実装までを分野横断的にカバーするセミナーの開催

③ 最新技術を産業化に結び付けるための研究開発プロジェクトの創出および運営活動を主として会員向けに実施しています。

　エンジニアリングの視点から、食品・医薬品等バイオ関連製

品の製造プロセスの革新に向けアプローチしています。 新体制

2年目の2021年度は、オンラインで多彩なイベント（セミナー・

講演会・懇話会）を計9回、BioJapanでは、出展者プレゼンテー

ションを2ステージ（ワクチン・バイオ医薬品製造、スマートエン

ジニアリング）開催しました。 また、3つの

小委員会（オミックス解析技術、バイオDX

に向けた人材育成、国際的人材養成）を設

立し、活発に情報および意見を交換して

います。 このような活動を通じ、多くの新

規メンバーを迎えました。 2022年度は

新会長の下、ビジネスに直結した情報共

有と交流を強化し、更なる活性化を図っ

ていきます。
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Advanced Biotechnology Agora

■ ヘルスケア研究会
　健康寿命の延伸および医療・介護費の抑制が社会的に要請さ

れ、健康状態を維持または改善するヘルスケアへの取組みが重

要になっています。このような背景の下、本研究会では多種多様

なヘルスケア事業を志向し展開するJBA会員企業相互の情報共

有、共通課題への対応策の議論を通じ、ヘルスケア分野におけ

る研究技術開発の推進および新規産業の創出・発展に寄与する

ことを目的として活動しています。 2021年度は、①セミナー・講

演会をオンライン開催し、ヘルスケア全

般に関する話題を提供し、②健康状態を

評価する「ものさし（指標）」の作成を目指

してWG活動により議論を深めました。 

2022年度は研究会の体制を再構築して

デジタルヘルスにも注視し、情報共有、政

策提言および国家プロジェクト設立に向

けた活動を展開する予定です。 鎮西 清行 氏
（国研）産業技術総合研究所
（2022年4月より）

会長

宮澤 陽夫 氏
（東北大学 教授）

会長

■ Food Bio Plus研究会 始動！
　2022年秋、JBAは食に関する新たな研究会を設立します。

2022年1月に準備会を立ち上げ、現状の食料システムの課題

やそのバイオテクノロジーによる解決を

テーマに5回を超える講演会を開催しま

した。 新研究会では、日本のバイオエコノ

ミー戦略を踏まえ、バイオサイエンスに基

づき、産学官の共創で、生産から消費、保

存・廃棄、再資源化にいたる「日本の強

み」を活かした新たな産業の創出に向け

た課題の解決を目指し、人と社会と地球

の健康に貢献したいと考えています。 小川　順 氏
（京都大学 教授）

設立準備委員会長 阪井 康能 氏
（京都大学 教授）

会長

石井 正治 氏
（東京大学 教授）

大西 康夫 氏
（東京大学 教授）

会長

矢崎 一史 氏
（京都大学 教授）

会長

会長

　創薬プロセスの変革の流れを鑑み、多様化する新規創薬に必

要な基盤技術群の構築と充実に寄与することを目的として、

2019年11月から本研究会活動を開始しました。 本研究会活

動を通じて、国内アカデミアや企業に点在、散見する技術群が有

効に活用され、円滑な開発、上市につながる創薬エコシステム

の確立と整備を目指しています。 バイオ戦略およびグローバル

コミュニティ形成の実現を目指して、①専門家によるsmeWG活

動、②広報・講演・啓発活動、③提言・実践に向けた活動、の３つ

の柱を中心に活動しています。 2021年度は、専門家による

smeWG活動として、次世代抗体、核酸医薬、遺伝子細胞治療の

他に、新治療技術(ＩＴ・ＡＩ)を加え、4つのモダリティについて検討

を進めました。 各smeWG活動では、2030年に国内企業がグ

ローバルに活躍していくためのビジョン構築とロードマップ作

成等についての議論を継続しています。広報・講演・啓発活動で

は、2020年度活動をB&I誌に報告し、各smeWG活動からの提

案によるオンライン講演会、BioJapanでの主催者セミナーや出

展者プレゼンテーション等、数多くのイベントを開催するととも

に、技術・規制等についての情報入手を進めました。提言・実践

活動としては、核酸医薬WGの活動から国家プロジェクトを立ち

上げ、新規国内基盤技術構築を開始しました。

■ 創薬モダリティ基盤研究会

久保庭 均 氏
中外製薬㈱ 顧問
（JBA運営会議議長）

会長

■ バイオエンジニアリング研究会

大政 健史 氏
（大阪大学 教授）
（2022年4月より）

会長



「宮田 満のバイオ・アメイジング  :  バイオのあの話題はこれからどうなる？！」 宮田 満 氏 （㈱宮田総研 代表取締役）
「次波を乗り切るための新型コロナ超入門」 水谷 哲也 氏 （東京農工大学）

「ロボティック・バイオロジーによる生命科学の加速」 髙橋 恒一 氏 （（国研）理化学研究所）

「脳波AI でブレインテックの未来を創造する」 関谷 毅 氏 （大阪大学）

「ブロックチェーンで治験を効率化する！」 上野 太郎 氏 （サスメド㈱）

「次世代の「食文化」を創造するカイコの世界」 梶栗 隆弘 氏 （エリー㈱）

「コンピュータビジョン技術が実現する多様な質感・内部状態解析」 佐藤 いまり 氏 （国立情報学研究所、東京大学）

「新型コロナウイルスを天然アミノ酸5-ALAでたたけるか?!」 北  潔 氏 （長崎大学）

「危険を冒して子を助ける親の脳－子育てに必須の脳内分子神経回路とは?!」 黒田 公美 氏 （（国研）理化学研究所）

「LIFEを救う！オルガノイド研究」 武部 貴則 氏 （東京医科歯科大学、横浜市立大学）

「デジタルバイオ分析技術の開発とリキッドバイオプシーへの展開」 渡邉 力也 氏 （（国研）理化学研究所）

「ムーンショット型研究開発制度が目指す破壊的イノベーションと循環型協生農業プラットフォーム」 竹山 春子 氏 （早稲田大学）

「自閉スペクトラム症児童の新たな生物学的診断指標へのアプローチ」 松﨑 秀夫 氏 （福井大学）

「ゲノム編集トマト「シシリアンルージュハイギャバ」を食卓へ！」 竹下 達夫 氏 （サナテックシード㈱）

「世界初、生命進化の再構成！」 市橋 伯一 氏 （東京大学）

「健康寿命とミトコンドリア：ショウジョウバエモデルを用いたアプローチ」 安藤 香奈絵 氏 （東京都立大学）

① 

② 

③ 

④ 

⑤

⑥

⑦ 

⑧

⑨

⑩

⑪ 

⑫ 

⑬

⑭ 

⑮ 

⑯

植物

微生物

産業用
スマートセル
創出

評価
サンプル

炭素循環型
社会

持続的
経済成長

生産プロセス最適化

◆バイオ資源の拡充

◆総合解析システムの開発

◆工業化に向けたバイオ生産システムの開発
→バイオ由来製品社会実装の加速

実生産
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■ 次世代治療・診断実現のための創薬基盤技術開発事業（RNA標的創薬技術開発）
    「革新的次世代核酸医薬」

■ 多彩な先端技術情報セミナー

■ 2021年度 JBA主催セミナー（分野別セミナー開催実績内訳）

■ 研究開発プロジェクト

2021年度 JBA主催セミナー （119件）

先端技術情報セミナー （92件）

　会員の皆様のご要望や時流に則して企画した、“未来へのバ
イオ技術” 勉強会、「ポストコロナ戦略」シリーズ、JBA-BPOG 
Seminarなど、個性的、挑戦的なオンラインセミナーを多数開
催しました。 また、オンデマンド動画配信 (JBA会員限定)の充
実とともに、Channel JBA（YouTube配信）にも取り組んでい
ます。

　大学や学会、関連団体等と連携し、バイオの主要技術分野、
AIやデジタルをはじめとしたバイオ周辺新領域にまで裾野を
広げたテーマで企画しています。 オンライン上の交流や共創
機会の創出を模索し、新たな研究の萌芽、共同研究や政策提
言、公的資金獲得への動きにつないでいきます。 経済産業省／AMED  2021年10月～2025年度

　本研究開発事業は、創薬モダリティ基盤研究会の核酸医薬

WG活動（東京理科大学和田猛教授）における「核酸の製造に関

して国プロジェクト化の必要性」の議論を起点とし、2021年5

月31日、研究開発事業として採択されるに至りました。 総代表

機関は東京理科大学（和田猛教授）、代表機関に東京医科歯科

大学（横田隆徳教授）、千葉工業大学（坂本泰一教授）、その他

JBAと6企業が参画する複合型プロジェクトで、研究課題名の革

新的次世代核酸医薬（Innovative Next Generat ion of 

Oligonucleotide Therapeutics）から「INGOTプロジェクト」と

呼称しています。

　JBAは、東京理科大学および千葉工業大学の再委託を受け、

東京理科大学の野田キャンパスに設置された集中研において、

分担研究課題である核酸医薬品の製造・精製技術、分析技術の

研究開発を実施するとともに、集中研の管理、運営などを担当し

ています。 2021年度は集中研のインフラ、研究実施体制を構築

しました。 2022年度からは、集中研での本格的な研究開発と、

東京理科大との協業による共同研究契約、知財委員会の設置な

ど、研究実施体制連携を推し進め、研究開発を加速させていき

ます。

■ カーボンリサイクル実現を加速するバイオ由来製品生産技術の開発／
　 データ駆動型統合バイオ生産マネジメントシステム（Data-driven iBMS）
　 の研究開発

経済産業省／NEDO  2020～2026年度

　炭素循環型社会の実現と持続的経済成長に資するバイオも

のづくりの基盤となる次世代生産技術の開発事業が進められて

います。 本事業では、新たなバイオ資源の拡充や工業化に向け

たバイオ生産プロセス、および生産条件と育種等の関連付けが

可能となる統合解析システムの開発によってバイオファウンド

リの基盤を整備し、バイオ由来製品の社会実装の加速とバイオ

エコノミーの活性化への貢献を目指します。 JBAは、小川順京都

大学教授を研究開発責任者とする研究チームの事務局として、

本事業の研究・知財・実用化に関する戦略策定・推進を支援して

います。

人材育成（3）
微生物・発酵（2）

農林・水産（1）

国際動向関連（1）

知財関連（2）

法整備（2）

研究奨励（2）

環境（13）

異分野・新領域（4）

基盤技術（8）

植物（2）

医薬（34）

loT・AI（6）

ヘルスケア（8）

エコシステム（2）
その他（2）

マネジメント（1）

人材育成（2）

機能性食品/食品（11）

政策関連（12）

先端技術情報発信
（92）

企業戦略＆
アライアンス関連（1）

2 3

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯

［ カーボンリサイクル実現を加速するバイオ由来製品生産技術の開発 ］

https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100170.html



「宮田 満のバイオ・アメイジング  :  バイオのあの話題はこれからどうなる？！」 宮田 満 氏 （㈱宮田総研 代表取締役）
「次波を乗り切るための新型コロナ超入門」 水谷 哲也 氏 （東京農工大学）

「ロボティック・バイオロジーによる生命科学の加速」 髙橋 恒一 氏 （（国研）理化学研究所）

「脳波AI でブレインテックの未来を創造する」 関谷 毅 氏 （大阪大学）

「ブロックチェーンで治験を効率化する！」 上野 太郎 氏 （サスメド㈱）

「次世代の「食文化」を創造するカイコの世界」 梶栗 隆弘 氏 （エリー㈱）

「コンピュータビジョン技術が実現する多様な質感・内部状態解析」 佐藤 いまり 氏 （国立情報学研究所、東京大学）

「新型コロナウイルスを天然アミノ酸5-ALAでたたけるか?!」 北  潔 氏 （長崎大学）

「危険を冒して子を助ける親の脳－子育てに必須の脳内分子神経回路とは?!」 黒田 公美 氏 （（国研）理化学研究所）

「LIFEを救う！オルガノイド研究」 武部 貴則 氏 （東京医科歯科大学、横浜市立大学）

「デジタルバイオ分析技術の開発とリキッドバイオプシーへの展開」 渡邉 力也 氏 （（国研）理化学研究所）

「ムーンショット型研究開発制度が目指す破壊的イノベーションと循環型協生農業プラットフォーム」 竹山 春子 氏 （早稲田大学）

「自閉スペクトラム症児童の新たな生物学的診断指標へのアプローチ」 松﨑 秀夫 氏 （福井大学）

「ゲノム編集トマト「シシリアンルージュハイギャバ」を食卓へ！」 竹下 達夫 氏 （サナテックシード㈱）

「世界初、生命進化の再構成！」 市橋 伯一 氏 （東京大学）

「健康寿命とミトコンドリア：ショウジョウバエモデルを用いたアプローチ」 安藤 香奈絵 氏 （東京都立大学）

① 
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④ 

⑤

⑥

⑦ 

⑧

⑨

⑩

⑪ 

⑫ 

⑬

⑭ 

⑮ 

⑯
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炭素循環型
社会

持続的
経済成長
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■ 次世代治療・診断実現のための創薬基盤技術開発事業（RNA標的創薬技術開発）
    「革新的次世代核酸医薬」

■ 多彩な先端技術情報セミナー

■ 2021年度 JBA主催セミナー（分野別セミナー開催実績内訳）

■ 研究開発プロジェクト

2021年度 JBA主催セミナー （119件）

先端技術情報セミナー （92件）

　会員の皆様のご要望や時流に則して企画した、“未来へのバ
イオ技術” 勉強会、「ポストコロナ戦略」シリーズ、JBA-BPOG 
Seminarなど、個性的、挑戦的なオンラインセミナーを多数開
催しました。 また、オンデマンド動画配信 (JBA会員限定)の充
実とともに、Channel JBA（YouTube配信）にも取り組んでい
ます。

　大学や学会、関連団体等と連携し、バイオの主要技術分野、
AIやデジタルをはじめとしたバイオ周辺新領域にまで裾野を
広げたテーマで企画しています。 オンライン上の交流や共創
機会の創出を模索し、新たな研究の萌芽、共同研究や政策提
言、公的資金獲得への動きにつないでいきます。 経済産業省／AMED  2021年10月～2025年度

　本研究開発事業は、創薬モダリティ基盤研究会の核酸医薬

WG活動（東京理科大学和田猛教授）における「核酸の製造に関

して国プロジェクト化の必要性」の議論を起点とし、2021年5

月31日、研究開発事業として採択されるに至りました。 総代表

機関は東京理科大学（和田猛教授）、代表機関に東京医科歯科

大学（横田隆徳教授）、千葉工業大学（坂本泰一教授）、その他

JBAと6企業が参画する複合型プロジェクトで、研究課題名の革

新的次世代核酸医薬（Innovative Next Generat ion of 

Oligonucleotide Therapeutics）から「INGOTプロジェクト」と

呼称しています。

　JBAは、東京理科大学および千葉工業大学の再委託を受け、

東京理科大学の野田キャンパスに設置された集中研において、
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ます。

■ カーボンリサイクル実現を加速するバイオ由来製品生産技術の開発／
　 データ駆動型統合バイオ生産マネジメントシステム（Data-driven iBMS）
　 の研究開発

経済産業省／NEDO  2020～2026年度

　炭素循環型社会の実現と持続的経済成長に資するバイオも

のづくりの基盤となる次世代生産技術の開発事業が進められて

います。 本事業では、新たなバイオ資源の拡充や工業化に向け

たバイオ生産プロセス、および生産条件と育種等の関連付けが

可能となる統合解析システムの開発によってバイオファウンド

リの基盤を整備し、バイオ由来製品の社会実装の加速とバイオ

エコノミーの活性化への貢献を目指します。 JBAは、小川順京都

大学教授を研究開発責任者とする研究チームの事務局として、

本事業の研究・知財・実用化に関する戦略策定・推進を支援して

います。

人材育成（3）
微生物・発酵（2）

農林・水産（1）

国際動向関連（1）

知財関連（2）

法整備（2）

研究奨励（2）

環境（13）

異分野・新領域（4）

基盤技術（8）

植物（2）

医薬（34）

loT・AI（6）

ヘルスケア（8）

エコシステム（2）
その他（2）

マネジメント（1）

人材育成（2）

機能性食品/食品（11）

政策関連（12）

先端技術情報発信
（92）

企業戦略＆
アライアンス関連（1）

2 3

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯

［ カーボンリサイクル実現を加速するバイオ由来製品生産技術の開発 ］

https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP_100170.html



　東京および周辺エリアで形成するグローバルバイオコミュニティを「Greater Tokyo Biocommunity

（以下GTB）」と名付け、産業界、自治体、大学、研究機関、金融機関、関係機関により構成されるGTB協議

会を設立しました。 JBAはGTB事務局として各機関をつなぐハブ役を務め、活動の企画・調整を担ってい

ます。 関西圏のグローバルバイオコミュニティや地域バイオコミュニティとも連携しています。

［ 海外バイオ情報の収集・提供 ］

■ Greater Tokyo Biocommunity

[投資] [人材] [研究] [技術] [製品]
これらの交流を活発にし、東京圏をイノベーションセンターに！

バイオコミュニティ関西
や他の地域コミュニティ
との連携

諸外国との連携

　政府の「バイオ戦略」では、 2030年に世界最先端の

バイオエコノミー社会を実現するための柱の1つとして

「グローバルバイオコミュニティの形成」を掲げています。 

これに資するため、2021年にJBAは43の機関とともに

東京圏におけるコミュニティ形成活動を開始しました。

■ 域内の実力の見える化および海外への発信

オープンイノベーション推進

英国バイオ団体と
国際連携関連セミナー実施

バイオ戦略に基づくグローバル
バイオコミュニティ形成活動

　英国バイオ団体MedCityと共催で、英国ベンチャー

企業のビジネス紹介および日本の大手製薬企業の

オープンイノベーションプログラムを紹介するオンラ

インセミナーを9月16日に開催しました。

産学官の連携を促進することにより、新事業の形成や研究開発の活性化を目指す活動を実施しています。

新しい取組みとして、バイオ戦略に基づくグローバルバイオコミュニティ形成活動を開始しました。
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発明・発見

アカデミア

実用化

バイオベンチャー

事業化・生産

製薬企業・化学企業等

社会への還元、
産業・地域の発展

　GTBは最初に注力する活動として、域内の実力の見える

化（産業や研究力等の指標の調査および提示）と海外への

発信に取り組んでいます。 バイオ産業の各種成長指標につ

いて2030年の目標値を設定し、関東圏（および日本全体）

の実力を海外にアピールして、投資・人材の呼び込みにつ

なげていきます。

　GTBの活動情報はホームページ（note）とTwitterアカウ

ントより入手いただけます。
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ヨーロッパ カナダ

米国

オセアニア

アジア

★EU、★アイルランド、★イギリス、★オーストリア、★オランダ、★スイス、★スウェーデン、★スペイン、★チェコ、
★デンマーク、★ドイツ、★フランス、★フィンランド、★リトアニア、★スコットランド、
★スペイン・カタルーニャ州、★ベルギーフランダース地域、★ベルギーブリュッセル首都圏、★ベルギーワロン地域
★EuropaBio、★Swiss Biotech Association（2005～）、★Russian Biotechnology Society（2009～）
★CLIB2021（ライン川地区バイオクラスター）（2009～）
★ドイツ化学工業会/DECHEMA（2010～）　
★Medicon Valley Alliance（Denmark/Sweden）（2012～）
★SwedenBIO （2013～）、★Life Science Austria（2013～）
★Eurasante（France）（ 2014～）
★Biovalley France（France）（ 2014～）
★Enterprise Lithuania（Lithuania）（2015～）
★ASEBIO（Spain）（2016～）
★FlandersBIO（Belgium）（2016～）

★カナダ
★アルバータ州
★オンタリオ州
★ケベック州
★ブリティッシュコロンビア州
★BioteCanada

★アメリカ
★アイオワ州
★ジョージア州
★ノースカロライナ州
★フロリダ州
★ミシガン州
★ペンシルベニア州
★BIO（2004～）
★Biocom（2014～）

★オーストラリア
★クィーンズランド州
★ビクトリア州
★AusBiotech（2013～）
★Life Sciences
　Queensland Ltd（2015～）

★台湾、★香港、★マレーシア
★上海市生物医薬産業協会（2005～）
★ KoreaBIO（2012～）
★ Medical and Pharmaceutical Commercial Association,
　 All-China Federation of Industry and Commerce（2012～）
★Taiwan Bio Industry Organization（Taiwan）（2012～）
★ New Taipei City BioTechnology Alliance（2015～）

★ … JBA公共会員（37機関）　★ … 戦略的に提携しているバイオ団体（年号はMOUを締結した年・2022年3月時点）

Sebastian Ourselin 氏 （King's College)Ivana Poparic 氏 (MedCity)https://note.com/gtb_com https://twitter.com/TokyoGreater

国内･海外の
バイオコミュニティ
との連携

　全国各地のバイオコミニュティを形成する各自治体・団体との

情報交換と連携の推進により、産業の活性化に寄与するバイオ

ベンチャーの創生を支援し、日本のバイオ関連産業の一層の振

興を目指しています。 バイオ関係の中央省庁とバイオ関連団体

が一同に会する情報交換の場として、全国バイオコミュニティ連

絡会（全国バイオ関係者会議を改組、年1回開催）では、バイオ関

連団体24団体、自治体13団体、産業支援機関2団体、中央省庁・

地方局10団体から120名を超える参加がありました（2022年

1月）。 また、BioJapanにおいても、関連セッション

を通じて、情報共有の機会を提供

しています。

○ 国内

○ 海外
Greater
Tokyo
Biocommunity
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表彰制度：バイオインダストリー大賞・奨励賞

■ バイオインダストリー大賞

■ バイオインダストリー奨励賞

【第5回】 奨励賞受賞者

第４回 大賞受賞者

河端 恵子 氏
（㈱ 明治）

企業情報・製品・サービス情報・
アライアンスニーズ等の入力

（日本語・英語）

検索

ベンチャー情報検索

JBA／近畿バイオHPから
データベースへの情報へリンク

杉田 昌平 氏           三瓶 雅人 氏
（（弁）Global HR Strategy/㈱ASIA to JAPAN）

福嶋 路 氏
（東北大学 教授）

Promotion of Open Innovation JBA Bioindustry Awards 
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【第5回】 バイオインダストリー大賞／

【第5回】 バイオインダストリー大賞 特別賞／

冨田  勝 氏 （慶應義塾大学 先端生命科学研究所 所長、環境情報学部 教授） 

◎ 受賞業績 「システムバイオロジーの先駆的研究とその産業化による地域振興」

石原 一彦 氏 （東京大学 名誉教授／大阪大学大学院工学研究科 特任教授）

◎ 受賞業績 「バイオミメティック生体親和型ポリマーの創発・工業化と医療応用」

　毎年横浜で開催するバイオビジネスにおけるアジア最大のパー

トナリングイベントです。 展示会・セミナー・パートナリングを通じ

てバイオ産業のオープンイノベーションを加速させます。

　バイオベンチャー企業の振興を図るべく、従来JBAの

ホームベージで提供していた国内のバイオベンチャーの事

業情報「バイオベンチャーダイレクトリー」を、NPO法人近

畿バイオインダストリー振興会議のデータベースと統合し、

一体運営による「バイオベンチャーデータベース」として提

供を開始しました。 データの統合作業は継続中ですが、統

合完了時点で掲載企業数が280社余りとなる予定です。

　バイオサイエンス、バイオテクノロジーおよびバイオイン

ダストリーの分野の発展に強いインパクトが期待される業

績を表彰するもので、バイオインダストリーの健全な発展に

大きな貢献をなした、または今後の発展に大きな貢献をな

すと期待される業績を上げた個人、少人数のグループに対

し表彰を行うものです。 2021年度はバイオインダストリー

の発展のため新しい分野を拓かれた業績に対して新たに

バイオインダストリー大賞 特別賞を設けました。

　バイオサイエンス、バイオテクノロジーに関連する応用を

指向した研究に携わる有望な若手研究者を表彰するもので

す。 大学・公的研究機関や非営利の社団法人・財団法人の研

究者個人を対象とし、2021年度は12名が受賞しました。 

これらの顕彰を通じて、日本のバイオ技術が国内のみなら

ず世界のバイオ産業を牽引し、若い研究開発者が未来への

希望を抱いて育成されることを期待しています。

◎ 参加者の概要

ベンチャー企業 情報公開 事業会社等

2021年は参加企業数917社、商談件数11,246件となり、コロナ禍にあって

貴重なリアルコミュニケーションの機会となりました。

JBA 30周年記念事業として2017年度に創設された「バイオインダストリー大賞・奨励賞」は、

2021年度に第5回を実施しました。
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　各分野の企業からバイオビジネスヘの戦略的取組

みについて講演をいただくバイオビジネスセミナーを

実施しています。 2021年度は㈱明治（6月16日）、㈱

ASIA to JAPAN（7月2日）および東北大学（2022年

1月7日）による講演会の計3回を開催しました。

■ BioJapanによるオープンイノベーション加速

■ バイオベンチャーデータベース

バイオベンチャーデータベース

■ バイオビジネスセミナー

有泉 　　亨

太田 　禎生

大谷 美沙都

佐藤 　和秀

清水 　一憲

武田 　朱公

樽野 　陽幸

長瀬 　健一

沼田 　圭司

野田口 理孝

藤田 　敏次

細川 　正人

筑波大学 生命環境系  准教授

東京大学 先端科学技術研究センター  准教授

東京大学大学院 新領域創成科学研究科  准教授

名古屋大学 高等研究院・医学系研究科  特任助教

名古屋大学大学院 工学研究科　准教授

大阪大学大学院 医学系研究科　准教授

京都府立医科大学大学院 医学研究科　教授

慶應義塾大学 薬学部　准教授

京都大学大学院 工学研究科　教授

名古屋大学 生物機能開発利用研究センター　准教授

弘前大学大学院 医学研究科  准教授 /研究教授

早稲田大学大学院 先進理工学研究科  准教授

トマト生産省力化に寄与する単為結果性の分子機構解明と応用展開

AI が駆動する画像情報識別セルソーター群の開発

植物器官再生の分子機構の解明とその応用によるクローン増殖技術の開発

近赤外光線免疫療法の応用開発研究

疾患・創薬研究に資する生体を模倣した新たな神経筋共培養モデルの創製

アイ・トラッキング技術を利用した次世代型認知症検査法の開発と社会実装

味覚受容を担う細胞分子メカニズムの解明

機能性界面を用いたバイオ医薬品・治療用細胞の革新的分離精製法の開発

クモ糸タンパク質の環境循環型合成と生化学解析に基づいた人工紡糸に関する研究

植物資源の持続可能な利用を目指した接木技術の革新

遺伝子座特異的クロマチン免疫沈降法の開発およびその応用展開

未培養微生物群集からの網羅的１細胞ゲノム解析法の開発

12 13

受賞者 所属・役職 受賞研究課題

https://www.jba.or.jp/award/

■ 商談件数■ 出展・パートナリング参加企業数

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

アライアンス
成立！

（五十音順、敬称略、所属・役職は2021.4.1現在）

※歴代受賞者はこちらをご参照ください。 https://www.jba.or.jp/award/winner/

大賞受賞者／冨田 勝 氏 特別賞受賞者／石原 一彦 氏

奨励賞受賞者



表彰制度：バイオインダストリー大賞・奨励賞

■ バイオインダストリー大賞

■ バイオインダストリー奨励賞

【第5回】 奨励賞受賞者

第４回 大賞受賞者

河端 恵子 氏
（㈱ 明治）

企業情報・製品・サービス情報・
アライアンスニーズ等の入力

（日本語・英語）

検索

ベンチャー情報検索

JBA／近畿バイオHPから
データベースへの情報へリンク

杉田 昌平 氏           三瓶 雅人 氏
（（弁）Global HR Strategy/㈱ASIA to JAPAN）

福嶋 路 氏
（東北大学 教授）

Promotion of Open Innovation JBA Bioindustry Awards 
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【第5回】 バイオインダストリー大賞／

【第5回】 バイオインダストリー大賞 特別賞／

冨田  勝 氏 （慶應義塾大学 先端生命科学研究所 所長、環境情報学部 教授） 

◎ 受賞業績 「システムバイオロジーの先駆的研究とその産業化による地域振興」

石原 一彦 氏 （東京大学 名誉教授／大阪大学大学院工学研究科 特任教授）

◎ 受賞業績 「バイオミメティック生体親和型ポリマーの創発・工業化と医療応用」

　毎年横浜で開催するバイオビジネスにおけるアジア最大のパー

トナリングイベントです。 展示会・セミナー・パートナリングを通じ

てバイオ産業のオープンイノベーションを加速させます。

　バイオベンチャー企業の振興を図るべく、従来JBAの

ホームベージで提供していた国内のバイオベンチャーの事

業情報「バイオベンチャーダイレクトリー」を、NPO法人近

畿バイオインダストリー振興会議のデータベースと統合し、

一体運営による「バイオベンチャーデータベース」として提

供を開始しました。 データの統合作業は継続中ですが、統

合完了時点で掲載企業数が280社余りとなる予定です。

　バイオサイエンス、バイオテクノロジーおよびバイオイン

ダストリーの分野の発展に強いインパクトが期待される業

績を表彰するもので、バイオインダストリーの健全な発展に

大きな貢献をなした、または今後の発展に大きな貢献をな

すと期待される業績を上げた個人、少人数のグループに対

し表彰を行うものです。 2021年度はバイオインダストリー

の発展のため新しい分野を拓かれた業績に対して新たに

バイオインダストリー大賞 特別賞を設けました。

　バイオサイエンス、バイオテクノロジーに関連する応用を

指向した研究に携わる有望な若手研究者を表彰するもので

す。 大学・公的研究機関や非営利の社団法人・財団法人の研

究者個人を対象とし、2021年度は12名が受賞しました。 

これらの顕彰を通じて、日本のバイオ技術が国内のみなら

ず世界のバイオ産業を牽引し、若い研究開発者が未来への

希望を抱いて育成されることを期待しています。

◎ 参加者の概要

ベンチャー企業 情報公開 事業会社等

2021年は参加企業数917社、商談件数11,246件となり、コロナ禍にあって

貴重なリアルコミュニケーションの機会となりました。

JBA 30周年記念事業として2017年度に創設された「バイオインダストリー大賞・奨励賞」は、

2021年度に第5回を実施しました。
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　各分野の企業からバイオビジネスヘの戦略的取組

みについて講演をいただくバイオビジネスセミナーを

実施しています。 2021年度は㈱明治（6月16日）、㈱

ASIA to JAPAN（7月2日）および東北大学（2022年

1月7日）による講演会の計3回を開催しました。

■ BioJapanによるオープンイノベーション加速

■ バイオベンチャーデータベース

バイオベンチャーデータベース

■ バイオビジネスセミナー

有泉 　　亨

太田 　禎生

大谷 美沙都

佐藤 　和秀

清水 　一憲

武田 　朱公

樽野 　陽幸

長瀬 　健一

沼田 　圭司

野田口 理孝

藤田 　敏次

細川 　正人

筑波大学 生命環境系  准教授

東京大学 先端科学技術研究センター  准教授

東京大学大学院 新領域創成科学研究科  准教授

名古屋大学 高等研究院・医学系研究科  特任助教

名古屋大学大学院 工学研究科　准教授

大阪大学大学院 医学系研究科　准教授

京都府立医科大学大学院 医学研究科　教授

慶應義塾大学 薬学部　准教授

京都大学大学院 工学研究科　教授

名古屋大学 生物機能開発利用研究センター　准教授

弘前大学大学院 医学研究科  准教授 /研究教授

早稲田大学大学院 先進理工学研究科  准教授

トマト生産省力化に寄与する単為結果性の分子機構解明と応用展開

AI が駆動する画像情報識別セルソーター群の開発

植物器官再生の分子機構の解明とその応用によるクローン増殖技術の開発

近赤外光線免疫療法の応用開発研究

疾患・創薬研究に資する生体を模倣した新たな神経筋共培養モデルの創製

アイ・トラッキング技術を利用した次世代型認知症検査法の開発と社会実装

味覚受容を担う細胞分子メカニズムの解明

機能性界面を用いたバイオ医薬品・治療用細胞の革新的分離精製法の開発

クモ糸タンパク質の環境循環型合成と生化学解析に基づいた人工紡糸に関する研究

植物資源の持続可能な利用を目指した接木技術の革新

遺伝子座特異的クロマチン免疫沈降法の開発およびその応用展開

未培養微生物群集からの網羅的１細胞ゲノム解析法の開発
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受賞者 所属・役職 受賞研究課題
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成立！
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大賞受賞者／冨田 勝 氏 特別賞受賞者／石原 一彦 氏

奨励賞受賞者



活動基盤の強化.１ 活動基盤の強化.２

■ 規制関連情報の発信

■ 「カルタヘナ法ガイドブック
      改訂版」の公開 ■ 若手技術者向け事業化企画研修

■ バイオ入門者用コンテンツ
    「みんなのバイオ学園」

「カルタヘナ法の運用に関する説明会」

遺伝子組換え生物の研究開発・産業利用目的での施設内使用等に係る
カルタヘナ法規制の概要と留意点及び運用改善の周知

カルタヘナ法説明会

JBAでは、バイオテクノロジー関連規制の運用支援や規制緩和活動、知的

財産権関連情報の発信や法人会員の若手人材育成支援活動など、バイオ

インダストリーの発展を加速するための基盤整備に取り組んでいます。

　2022年1月、カルタヘナ法ガイドブックを改訂し、その

PDF版をJBAのホームページで公開しました。

　「みんなのバイオ学園」はバイオ入門者が気軽にバイオ

に親しめるようにすることを目的に作られたウェブコンテ

ンツで、学校教育資料等にも活用されています。

　2022年2月、オンラインセミナー形式で750名以上

の参加をいただきカルタヘナ法の運用に関する説明会

を開催しました。 ここでは、文部科学省、厚生労働省、

農林水産省、経済産業省から派遣された講師陣により、

研究開発から産業利用まで幅広い領域にわたり、カル

タヘナ法の運用概要や大臣確認申請プロセスの簡便

化と迅速化に向けた改善策などが説明されました。

｢ＪＢＡバイオリーダーズ研修｣

　JBAでは2009年より、オープンイノベーション推進の中

核となる若手人材の育成を目的に、実際に出願された特許

を技術シーズとして、2泊3日で集中的に事業化企画を立案

する宿泊型研修を実施しています。 多様な会員企業から

30歳前後の研究に携わる方々にご参集いただき、これまで

に394名の卒業生を輩出してきました。 2021年度はコロ

ナ禍の中、徹底的な感染対策の下、会場でのリアル参加とオ

ンライン講義とのハイブリッド型の研修として開催しまし

た。 貴重な人材育成の機会として今後も継続していきます。

■ 生物多様性条約および名古屋議定書への対応
　生物多様性条約（Convention on Biological Diversity：

CBD）の下では、2050年までに「自然と共生する世界を実

現する」というビジョン（中長期目標）が掲げられています。

この目標に向け、2010年に名古屋で開催された生物多様

性条約第10回締約国会議（COP10）では、2020年までの

ミッション（短期目標）と個別目標（愛知目標）が定められ、世

界中で取り組まれてきました。 しかし、この取組みが2020

年までの取組みであったことから、現在、CBDの下では、

2021年以降の取組みである「ポスト2020生物多様性国際

枠組」に関する議論が行われています。

  また、CBDおよび名古屋議定書の下では、塩基配列データ

等の「デジタル配列情報」（Digital Sequence Information：

DSI）に関する議論も行われています。 これは、「遺伝資源へ

のアクセスと利益配分」（Access and Benefit-Sharing：

ABS）の対象を、「物」である遺伝資源から塩基配列データ等

の「情報」まで拡大しようとするものです。 この議論は、現在

のバイオサイエンスの潮流や国際塩基配列データベース

（INSDC）の「フリーで制限のないアクセスポリシー」に逆行

するものであり、CBDの目的である「生物多様性の保全」や

「その構成要素の持続可能な利用」を阻害するのではないか

と危惧されます。 また、イノベーションを阻害し、ヒトや動植

物の健康や食糧安全保障にも大きな影響を及ぼす恐れがあ

ります。

  一方、当初2020年10月に予定されていた生物多様性条

約第15回締約国会議（COP15）は、新型コロナウイルス感

染症の拡大に伴い、対面の開催が2022年に延期されてい

ます。 このため、前述の「ポスト2020生物多様性国際枠組」

や「デジタル配列情報」についても、公式な議論は先送りと

なっていますが、2021年には関連するいくつかの会合がオ

ンライン上で開催されました。

　JBAは、これらの議論の成り行きによっては、産業界や学

術界はもちろんのこと社会全体に大きな影響を及ぼすと考

え、それらの会合に参加し、議論の概要や各国のポジション

のとりまとめを行うなどして、日本政府の交渉を支援してい

ます。

　JBAでは、オープンセミナーや、企業・大学・研究機関等か

らの依頼に応じて行う個別セミナー（出前セミナー）で、海外

遺伝資源を利用する際の留意点を説明する等、ABSに関す

る啓発活動を行っています。また、啓発のためのツールとして

「遺伝資源へのアクセス手引」を作成し、好評を得ています。

  さらに、JBAでは、ABSに関する相談窓口を設け、守秘の下、

無償で、企業・大学・研究機関等からの個別の相談に応じて

います。 2021年度の相談件数は2022年3月末現在38件

で、2005年に窓口を開設してからの累計件数は874件に

上っています。

■ 遺伝資源へのアクセスと利益配分

「遺伝資源へのアクセス手引（第2版）」（左）
とその英語版（右）

相談件数の推移（2022年3月末現在）
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増田 有紗 氏
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柳澤 真央 氏
（厚生労働省）

高島  賢 氏
（農林水産省）
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活動基盤の強化.１ 活動基盤の強化.２

■ 規制関連情報の発信

■ 「カルタヘナ法ガイドブック
      改訂版」の公開 ■ 若手技術者向け事業化企画研修

■ バイオ入門者用コンテンツ
    「みんなのバイオ学園」

「カルタヘナ法の運用に関する説明会」

遺伝子組換え生物の研究開発・産業利用目的での施設内使用等に係る
カルタヘナ法規制の概要と留意点及び運用改善の周知

カルタヘナ法説明会
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核となる若手人材の育成を目的に、実際に出願された特許
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一般財団法人 バイオインダストリー協会
〒104-0032  東京都中央区八丁堀2-26-9  グランデビル8階
TEL  03-5541-2731    FAX  03-5541-2737
https://www.jba.or.jp/

■ 地下鉄（東京メトロ、都営）でお越しの方
【東京メトロ】 日比谷線「八丁堀駅」下車  A4番出口築地方向すぐ
【都営地下鉄】 浅草線「宝町駅」下車  A8番出口より徒歩約8分
■ JRでお越しの方
【JR京葉線】 「八丁堀駅」下車  B1番出口茅場町方向80m
【JR東京駅】八重洲南口より徒歩15分
またはバス東15系統「深川車庫前」もしくは
東16系統「東京ビックサイト」・「深川車庫前」行きで亀島橋下車。
進行方向60m、八丁堀交差点を築地方面（ローソン・みずほ銀行側）に右折70m

日本橋駅
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　B&Iは、バイオサイエンスに関する最新かつ高度な学術記事、および国内外のバイオ関連

産業・行政の動向などを会員向けに分かりやすく解説した隔月発行の機関誌です。 JBAの

法人会員、個人会員には、無料で配布されており、B&Iのバックナンバーはホームページより

ご覧いただけます（※MyPage登録が必要です）。

会員以外のかたも、1冊からご購入いただけます。 購入をご希望の方は、下記へお問い合わ

せください。

■ 機関誌：バイオサイエンスとインダストリー（B&I）

　ホームページには、バイオ戦略の動向、JBAの活動やセミナー情報をタイムリーに提供しています。 会員限定のMyPage

機能ではB&I、セミナー配布資料や、セミナー動画配信等 興味ある分野、事業に関する情報をワンストップで入手可能で

す。 また、期間限定で、法人会員企業の紹介動画（JBA会員動画チャンネル）やBioJapanのセミナー動画も掲載しています。

　MyPageのご登録は、「MyPageログイン」の登録フォームをご利用下さい。 その他、会員特典等は「会員について」に掲

載しています。

■ JBAホームページ

株式会社 毎日学術フォーラム
〒100-0003東京都千代田区一ツ橋1-1-1 パレスサイドビル2F 東コア
TEL：03-6267-4550　FAX：03-6267-4555
Email：maf-sales@mycom.co.jp

←MyPage 機能についてはこちら
https://www.jba.or.jp/member/privilege/mypage_function.php

一般財団法人 バイオインダストリー協会


